
国立大学法人の仕組みの概要

○中期目標・計画の ○評価結果
案について意見 を通知

文部科学大臣 国立大学法人評価委員会 大学評価･学位授与機構
情報の公開○業務継続の必要

性等について意見 （各界の学識経験者 （大学等の教育研究に
で構成する第三者 関する既存のピア・ →国民への説明責任大学の特性

○学長の任命（法人が申出） 評価機関） レビュー機関）
第三者評価→学長の任命や目標の ○監事の任命

設定では大学の自主
性を考慮 ○中期目標（６年）の制定(法人が原案） →事後チェックを重視

○中期計画（ 〃 ）の認可 ○業績全体を総合評価 ○教育・研究の業績 →予算配分に反映
（経営面も評価） を専門的に評価

○運営費交付金等の交付目標を設定

→戦略的運営を実現
国立大学法人 規制を緩和→個性化を促進

（代表者） （代表者） →予算・組織は大学の
学長選考会議 責任で決定

○学長を選考学外者参画

→大学運営を学外者が 監 事
役員会 制チェック 「 」

→国民・社会の意見を 学 長
大学運営に反映 ○理事任命 →トップマネジメント
→学長選考の方法を を実現
見直し 経営に関す 経営に関す 理事（教育担当） →民間的発想の経営A

る学外の有 る学内の代 理事（学術担当） 教学に関する 手法を導入B
識者 表者 理事（経営担当） 学内の代表者C

理事（学外役員）人事一元化 D
非公務員型・・・・・・・・

→文部科学大臣の任命 経営協議会 役員会 教育研究評議会
権を学長に移管 →弾力的な人事システム
→幹部事務職員も含め （主に経営面を審議） （重要事項は役員会の議を経る） （主に教学面を審議） →産学官連携等を推進
学長の判断で人事 →外国人を学長等に登用



国立大学の運営組織

現 行 法人化後

学長選考会議

（学外代表者） （学内代表者）

学外者 学内者

学外の有識者 学 長

○学長を補佐

運営諮問会議 監事

副学長 監事 ○学長を選考

○学長の諮問に応じ 副学長 ○監査

重要事項を審議

学 長

○学長を選考

理事

理事

理事

学内の代表者 理事

（学部長など） 学外の 学内の 理事 学内の代表者

（ ）有識者 代表者 学外理事 学部長など

経営協議会 教育研究評議会評議会 役員会

○重要事項を審議 ○経営面を審議 ○重要事項を議決 ○教育研究面を審議


